溶接作業手順書（炭素鋼）

１.　総則
（1） 適用範囲
この指図書は、装置、機器、配管などに炭素鋼を用いる場合の溶接施工について規定する。
（2） 適用材料
この指図書は、炭素鋼の板、管および鋳鍛鋼について規定したものであり、ステンレス鋼、低合金鋼については別に規定する。
（3） 適用寸法
この指図書は、厚さ約１mmから４０mmを対象とする。
２．溶接準備
（１）施工着手前には、当社“溶接施工法試験作業指図書”に準拠した溶接施工要領書（以下WPS）を、溶接施工法確認試験結果（以下PQR）とともに提出する。
ただし、当該溶接施工法について実績がある場合は、記録を提出し当社の承認を受ければ試験を省略することができる。
（２）開先
開先寸法は付表－１または、WPS(PQR)による。尚、ルート間隔は、適正な溶接施工のために必要な寸法を規定したものであり、溶接中に収縮のために狭くなり、この間隔が確保できなくなることが予想される場合には、管の固定の段階でその寸法を考慮して調整する。
（3） 内面の目違いの調整
厚さが異なる場合の内面の目違いは、1.5mm以下になるように調整する。尚、この値に調整できない場合には、管端を1:4以下の勾配になるように切削する。ただし、切削後の管端厚さは、最小必要肉厚を下回ってはならない。
（４）開先加工および清掃
開先加工は機械切断またはグラインダーで平滑な開先面が得られるようにする。また、開先面は溶接前にスケール、異物、湿気、脂肪などを充分除去しなければならない。
止むを得ずガス切断にて開先加工を行う場合は、必ずグラインダーで仕上げを行い、開先面に付着したスラグは完全に取り除く。
（５）開先の固定
a.  ルート間隔は、ゲージを用いて所定の寸法であることを確認する。
b.  溶接継手部は、治具、ブリッジ、ロッドまたは仮付け溶接（開先面に直接溶接し、開先部を固定すること）にて所定の寸法及び方位が得られるように固定する。




ブリッジ法仮止め                        ロッド法仮止め
b.  ブリッジ及びロッドの仮止めは、ティグまたは被覆アーク溶接による。
c.  ロッド材は、本溶接に使用する被覆アーク溶接棒の心線または母材と同等の材料を使用する。
d.  ブリッジを母材に仮止め溶接する場合は、母材に有害なアンダーカットを生じないように注意する。
e.  開先内面に仮止め溶接したロッドは、開先部分に損傷を残さないように注意し、本溶接の進行に従い順次除去する。
f.  ブリッジを取り除く場合には、母材の剥離が生じないように注意する。また、ブリッジの除去跡は、グラインダーにより滑らかに仕上げ、有害な欠陥を残さないようにする。万一、凹部等が生じた場合はティグ溶接にて肉盛り補修し、グラインダー仕上げをする。
g.  仮付け溶接の場合は、本溶接士の資格を有するものが行う。
（６）裏あて金
裏あて金は原則として使用しない。


３．溶接士
（1） アーク溶接士の資格はJPI-7S-31（溶接工技量検定基準）の、Ｃ種－１級（Ｆ種も可）及びこれと同等以上の資格を有すると認めたものとし、着手前に溶接士名簿を提出し、当社の承認を得る。
（2） ティグ溶接士に関しては、アーク溶接の有資格者のうち、ティグ溶接に十分な経験を持ち、技量の優れた溶接士でなければならない。
（3） 各種法規に該当する場合は、上記以外にその該当法規に定める溶接士の有資格者とする。
４．溶接機
（１）溶接機は以下による。
a.  アーク溶接   ： JIS C 9301に適合する交流アーク溶接機を使用する。
b.  ティグ溶接   ： JIS C 9306に適合する整流器式アーク溶接機を使用する。
c.  電撃防止装置 ： JIS C 9311に適合する溶接機用自動電撃防止装置を併用する。
５．溶接棒、溶加棒
（1） 選定は、溶接施工要領書に従い、銘柄は施工会社が選定する。当社で一般に使用している溶接棒の種類と、溶接棒選択 基準（参考）を付表―２、付図―１に示す。
（2） 管理
a.  規格、等級、銘柄、寸法別に分類して保管する。
b.  溶接棒は、被覆材のはがれ、割れ、汚れ、変質等の有害な欠陥のないものを使用する。
c.  溶接棒は、使用する溶接棒の製造会社の指定する条件で十分に乾燥したものを使用する。
d.  乾燥器より取り出した後、４時間を経過したものは再乾燥する。ただし、再乾燥は２回までとする。
e.  溶接棒は防湿筒に入れて携帯する。
f.  溶加棒は、表面の錆、油脂、塗料、水分、その他の付着物が十分に除去されたものであること。
g.  溶加棒は、できるだけ湿気の少ない屋内で保管する。
h.  ティグ溶接用シールドガスは、JIS K 1105に規定する品質を有するものを使用する。
６．溶接施工
（１）溶接条件
a.  降雨、強風の環境の場合は、有効な措置を講じた場合以外は溶接作業を実施しない。また、暴風対策を実施しても、溶接作業近傍での風速が以下の場合は溶接作業を中止する。
(a)  ティグ溶接       3m／sec以上
(b)  被覆アーク溶接   10m／sec以上
b. 気温0℃以下、湿度85%以上で、適切な措置が講じられない場合は、溶接作業を行ってはならない。
（２）予熱
a.  板厚25mm以下で、かつ炭素当量が0.4%以下の時は予熱は行わなくてよい。（付図１ 参照）
b.  気温が５℃以下の場合は、開先付近を４０℃以上に予熱する。
c.  肉厚が25mm以上の場合は、100℃以上に予熱する。
（３）溶接
a.  下向き溶接姿勢では強電流を、上向きにはその10～20%減、立ち向きには下向きの20～ 30%減の電流を用いる。
b.  初層は、完全な裏波ビードを形成させる。
c.  突き合わせ、隅肉溶接共、溶接層数は２層以上とする。
d.  各層パス毎にビード形状をチェックし、割れ、ブローホール等の欠陥がないことを確認して次層に進む。
e.  多層溶接に際しては、溶接の始点、終点が前層の始点、終点と重ならないように施工する。
f.  板厚25mm以上の場合は、パス間温度を100℃以上にする。
（４）仕上げ
a.  溶接完了後は、スラグ、スパッタなどの異物はワイヤーブラシ等で完全に除去しておかなければならない。
b.  溶接をしたままでグラインダー仕上げをしない箇所は、余盛高さ約３mmの仕上げ盛りを行う程度でよいが、重要な継手の溶接部は、余盛の後グラインダー仕上げを行う。
（5） 外観
溶接部の外観は以下による。

	
	項 目
	許容値(mm)
	許容値を越えた場合の処置

	1
	余盛りの高さ
	T < 12     ： 1.5以下
12<T≦25  ： 2.5以下
25<T≦50  ： 3.0以下
	グラインダーで仕上げる

	2
	脚長、のど厚
	0 ～ +5
	不足する場合は溶接する。

	3
	スラグ、スパッタ、ピット
	著しいものの無いこと。
	ワイヤーブラシ、グラインダー等で除去する。

	4
	アンダーカット
	0.5以下
	軽微(1mm以下)なものはグラインダーにて滑らかに仕上げる。深いものは肉盛りする。

	5
	オーバーラップ
	著しいものの無いこと。
	グラインダーで仕上げる。

	6
	ビード面の凸凹
	2.0以下
	グラインダーで仕上げる。

	7
	母材表面のアークストライク
	許容しない。
	グラインダーで除去する。

	8
	割れ
	許容しない。
	発生原因を究明し、再発防止対策を確立後、補修溶接する。


７．溶接後熱処理
（1） 法規で要求される場合及び以下の基準で溶接後熱処理を行う。
（2） 溶接後熱処理の標準温度及び時間は以下による。
	継手の種類
	母材の厚さ(T,mm)
	溶接後熱処理条件

	
	
	保持温度(℃)
	保持時間(Hr)

	突き合わせ溶接
	T≦19.0
	不要

	
	19.0<T≦25.0
	625±25
	1.0以上

	
	25.0<T≦50.0
	625±25
	2.0以上

	隅肉溶接
	のど厚≦16.0mm
	全て
	不要

	
	のど厚>16.0mm
	T≦19.0
	不要

	
	
	19.0<T≦25.0
	625±25
	1.0以上

	
	
	25.0<T≦50.0
	625±25
	2.0以上


（３）300℃以上の温度における加熱及び冷却速度は、１時間につき次の値以下にする。
                         200×25／ｔ（板厚mm） ℃／ｈｒ
また、加熱および冷却の1時間当りの最大温度は、それぞれ200℃及び250℃とする。
（4） 応力除去を局部加熱で行うときは、溶接継手の両側を少なくとも開先幅の3倍以上に及ぶ範囲を加熱、徐冷する。
（5） 局部加熱は電気抵抗式加熱または、電気誘導式加熱とし、バーナー加熱は特別な理由が無い限り使用しない。
（6） 温度は自動温度制御装置により制御し、チャートを記録する。


８．非破壊検査
機器に関しては、当社“塔槽類設計製作要領”、配管に関しては、当社“配管設計要領”に示された非破壊検査を行うこと。

付表－１－１  板の各種開先の寸法例
	形 状
	板  厚
t   mm
	開先角度
a°α
	a

mm
	b

mm
	c

mm
	R

mm
	適   用

	I
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	3.0～16
	30 +5,－0
	1～3
	0.5～3
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付表－１－２  管の各種開先の寸法例
	形状

	板厚
ｍｍ
	開先角度
α°
	a

ｍｍ
	b

ｍｍ
	R

ｍｍ
	適   用


	V


	≦16
	30 +5,－0
	3.2±0.8
	1.6±0.8
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付図－１   溶接棒選択基準
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付表２    各社別溶接御一覧表
	記     号
	JIS規格
	神     鋼
	日     鉄
	  日本油脂
	川     鉄

	①
	D4313
	RB-26 TB-62
	－
	－
	KS-27

	②
	D4301
	B-10、B-14

   B-8
	A-100
	－
	－

	③
	D4301
	B-17,BI-14
	GB-200

A-200
	－
	KS-1、KS-3

	④
	D4315
	   LB-26、LB-47
	S-16
	LT-151
	KS-66

	⑤
	D5016
	LB-52
	L-55
	LM-55
	KS-76

	製波溶接棒
	LB-52U
	SL-55U
	－
	－


注）(1) ここに上げたメーカーは代表的な一例であり、これと同等以上の製品で当社の承認を得たものであるならば使用することが出来る。
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